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１

No 検討の論点 検討の概要 第2.1版案への反映内容

1 サブユニット対応

デジタル庁が定める「標準化基本方針【第
1.0版】」の5.1.1.2「分割調達を可能とする
標準準拠システムの機能標準化基準」に
より、標準仕様書【第2.1版】案に反映する
内容を検討する

○

介護保険システムの機能の一部を切り出し
て調達する場合について、他基幹系業務の
標準準拠システムで調達する場合と介護保
険業務内で個別機能システムで調達する場
合に分けて整理している

Ｐ２～８

2
引越しワンストップ
サービス対応

政府方針、及びデジタル庁が示す「標準
仕様書間の横並び調整方針」の「19.引越
しOSSに関すること」により、標準仕様書
【第2.1版】案に反映する内容を検討する

－
デジタル庁からの回答待ちであるため、現時
点では未対応

－

3
公金受取口座欄の
見直し

帳票レイアウトの公金受取口座欄の表現
の見直しを検討する

○ 公金受取口座欄を一部変更している Ｐ９～10

4 検討課題事項
検討会・ WT ・ベンダ分科会のご意見（未
完了の43件）の対応

○
検討課題一覧、継続検討一覧のとおり対応
している

Ｐ11～16

5 継続検討事項
令和３年度・４年度上期全国照会のご意
見（継続検討の82件）の対応

○

6 その他

デジタル庁が定める「標準化基本方針」・
「データ要件・連携要件標準仕様書・基本
データリスト・機能別連携仕様」・「共通機
能に関する標準仕様書」・「ガバメントクラ
ウドの利用に関する基準」の改定や、２０
業務横並び調整依頼等により、標準仕様
書【第2.1版】案に反映が必要な場合は検
討する

－ 変更なし（今後、必要に応じて対応） －

○ 各検討論点に対して、標準仕様書【第2.1版】案で対応した内容は、以下のとおりである。

※ No.5の継続検討事項のうち、「外国人の生年月日表記の変更」、「電子決裁機能の追加」は、デジタル庁が横並び検討中であるため、

横並び調整方針が示された後に検討する。

１．検討論点に対する第2.1版案の対応



２

5.1.1.2 分割調達を可能とする標準準拠システムの機能標準化基準

○ 標準準拠システムについて、一の業務をさらに細分化した単位での分割調達を可能とする場合には、
細分化した単位（以下「サブユニット」という。）を１システムと捉え、サブユニットについては、機能標準化基準の構
成（5.1.1.3）に加え、サブユニット間の連携に係る機能についても漏れなく機能標準化基準に規定する。

○ サブユニット対応とは、デジタル庁が定める「地方公共団体情報システム標準化基本方針【第1.0版】」に記載されて
いる以下への対応である。

○ 介護保険システムにおいては、認定審査会機能がサブユニットに該当し、以下のパタンで調達・利用される。
(1) 介護保険システムとして一体的に調達・利用される場合
(2) 個別機能システム（個別に切り出したシステム）として調達・利用される場合

○ 個別機能システムとして切り出し構築するイメージは、標準仕様書（本編）「図1-3 認定審査会機能のシステム
構築イメージ」の『③ 介護保険システムと認定審査会システムを併用するパタン』に該当する。

サブユニット
対応の対象

２．サブユニット対応①（全体概要）



２．サブユニット対応②（全体イメージ）

○ 「図1-3 認定審査会機能のシステム構築イメージ」の『③ 介護保険システムと認定審査会システムを併用する
パタン』の具体的な構築イメージとしては以下が想定される。

Ａ市
＜システムと提供ベンダ（一例）＞

介護保険システム ：Ａベンダ

認定審査会システム：Ｂベンダ

＜システムと提供ベンダ（一例）＞

介護保険システム

Ａ市：Ａベンダ Ｂ町：Ｂベンダ Ｃ村：Ｃベンダ

認定審査会システム

一部事務組合：Ａベンダ

※ 利用システムがすべて同一ベンダの場合やすべてバラバラの
ベンダの場合もある。

※ 標準化後も現状の構成は継続される。

一部事務組合

３

（１） １つの保険者において、介護保険システムと認定審査会システムを併用している場合（マルチベンダ等）

（２） 認定審査会を複数の保険者にて実施（一部事務組合、共同設置等）している場合

※ 標準化により、現状の構成のまま（介護保険システムと認定
審査会システムを併用）とされる保険者もいれば、介護保険シ
ステム内に認定審査会機能を備えた一体的なシステムに切り替
える保険者も想定されます。



２．サブユニット対応③（対応概要）

○ 認定審査会機能をサブユニットとして個別機能システムで調達・利用できるようにするため、標準仕様書の見直す

ポイントは以下のとおりである。

介護保険システム標準仕様書

標準仕様書（本編）
（別紙１）業務フロー （別紙２）機能・帳票要件
（別紙３）帳票詳細要件（別紙４）帳票レイアウト
1.介護保険共通 及び 7.認定管理のうち、認定審査会
システムに該当する要件が対象

住民記録等

以下の観点で介護保険の事務運用が実現できるよう、
連携機能を追加する。
① 認定審査会システムにて、必要とする住基（宛名）情
報や資格情報等の各種情報が正しく連携できるか。
② 介護保険システムにて、必要となる認定審査会の
結果情報等の各種情報が正しく連携できるか。

介護保険システム

1.介護保険共通

2.被保険者資格

3.保険料賦課

4.保険料収納

5.滞納管理

6.受給者管理

7.認定管理

8.給付管理

9.統計・報告等

10.総合事業

認定審査会システム

1.介護保険共通

7.認定管理

認定審査会事務にて必要とする
情報は、介護保険の対象者が
前提となるため、住民記録等と
直接連携せず、介護保険システ
ムと連携し、参照等を行う想定
である。

介護保険システム標準仕様書

標準仕様書（本編）
（別紙１）業務フロー （別紙２）機能・帳票要件
（別紙３）帳票詳細要件（別紙４）帳票レイアウト
7.認定管理のうち、認定審査会システムに該当する
要件以外が対象

認定ソフト（総合型）

機能・帳票要件にて、介護保険システムと
認定ソフトとの連携機能は定めており、認
定審査会システムと認定ソフトとの連携機
能も同一機能を利用できるため、新たな
連携機能の追加は必要なし。

機能・帳票要件にて
連携機能を定めて
おり、連携要件でも
規定済

４



５

○ 標準仕様書（本編）の変更内容は次のとおりである。

２．サブユニット対応④（本編の変更内容）

＜第１章 本仕様書について － ２．対象＞

介護保険システムにおけるサブユニット対応
の対象を明記しました。

認定審査会機能に関するシステム構築は、
図1-3にて示す３パタンの何れも標準仕様
として許容することとなるため、認定ソフトを
利用する前提の部分を見直しました。

図1-3の①と③に※書きを追加しました。



６

○ サブユニットの実装区分や、介護保険システムとサブユニット（個別機能システム）の連携で追加した連携機能に
関する変更内容は、以下のとおりである。

○ 1.介護保険共通 ※一部抜粋

サブユニットを追加している。サブユニットを調達する場合は、

該当するサブユニットの実装区分（◎、○、×）に適合する必要がある。

介護保険システムに限定せず、

サブユニットも含まれるため削除している。

台帳画面での確認は介護保険システムに限定せず、

サブユニットも含まれるため追記している。

認定審査会システムで管理する情報をもとに、

対象となる情報を追記している。

認定審査会システム特有の

連携要件を追加している。

※ サブユニット対応による機能・帳票要件の正式なフォーマット（記載方法）は、デジタル庁と調整中である。

２．サブユニット対応⑤（機能・帳票要件（1.介護保険共通）の変更内容）



７

○ 7.認定管理 ※一部抜粋 サブユニットを追加している。

介護保険総合データベースへの連携を踏まえ、

認定情報の提供は介護保険システム、認定審査

会システムともに◎（実装必須）としている。

認定審査会システム特有の

連携要件を追加している。

認定審査会システムでは、認定審査

会機能として必要な機能であるため、

◎（実装必須）としている。

２．サブユニット対応⑥（機能・帳票要件（7.認定管理）の変更内容）



８

○ サブユニット対応と合わせて、意見照会等で挙がった意見への対応として、ICTの活用・ペーパーレス化等を目的として地方自治体
が独自に導入している独自施策システム（標準準拠システム以外のシステム）との連携機能を追加している。

＜主な意見（抜粋）＞
・認定調査員が調査結果を認定調査用端末でデータ入力し、認定審査会システムに取り込む方式であるため、認定調査データを取
り込み、認定調査結果を登録できる機能を追加してほしい。
・審査会で資料を全てデジタルで閲覧し、紙資料をなくしたいため、審査会をデジタルで完結できるよう要件をオプションに追加して
ほしい。
・当市は審査件数の関係から審査会会場が多く、全会場に介護保険システムへ接続するためのネットワークを整備することが難し
い。そのためオフライン上での動作又は依頼情報のファイル出力機能を追加してほしい。

２．サブユニット対応⑦（関連システムとの連携機能）



９

○ 構成員のご意見を踏まえ、保険料収納の帳票「04.介護保険料還付請求書」について、公金受取口座欄は
次のとおり変更している。

３．公金受取口座欄の変更①（4.保険料収納）

＜第2.0版＞

＜第2.1版案＞

「受取口座」欄を「固定文言」にし、
自治体ごとに文言の設定ができる
ように変更

なお、全国意見照会であがった「被保険者本人以外（家族や相続人、遺族等）が請求する場合もあるため、個人番号を記入する欄

を設けてほしい」等への対応は継続検討します。



10

○ 保険料収納の帳票「04.介護保険料還付請求書」と同様に、給付管理及び総合事業における以下の帳票についても、
公金受取口座欄を次のとおり変更している。

３．公金受取口座欄の変更②（8.給付管理、10.総合事業）

＜対象帳票＞
給付管理（５帳票）
・給付-11.介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支給申請書
・給付-13.介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書
・給付-15.介護保険居宅介護（介護予防）サービス費等支給申請書（償還払用）
・給付-17.介護保険特定入所者介護（介護予防）サービス費等支給申請書
・給付-30.介護保険高額介護（予防）サービス費支給申請書

総合事業（２帳票）
・総合-04.介護予防・日常生活支援総合事業費支給申請書（償還払用）
・総合-07.高額介護予防サービス費相当事業費支給申請書

「受取口座」欄を「固定文言」にし、
自治体ごとに文言の設定ができ
るように変更

給付-44は後期高
齢者との調整後の
文言であるため、
第2.0版から変更
なし

＜第2.1版案＞

なお、「給付-04.介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支給事前申請書」及び「給付-07.介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給事前申
請書」の２帳票の公金受取口座欄は「自由記載」欄に含まれているため、第2.0版から変更しておりません。また、「給付-44.高額医療合算介護(予防)サ
ービス費支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書」も後期高齢者との調整後の文言であるため、以下のとおり、第2.0版から変更しておりません。



No 意見概要 第2.1版案への反映内容

1

○ 機能ID 1.1.19.、1.1.20.、
1.1.30.、1.1.31.
横並び調整方針による
公金受取口座の要件見直し

デジタル庁の標準仕様書間の横並び調整方針「20．公的給付支給等口座に関すること」を
踏まえ、機能・帳票要件の記載を見直しました。

2

○ 標準仕様書（本編）
第６章 用語

○ 機能ID 1.6.13.、1.6.14.
外字に関する記載の削除

デジタル庁の地方公共団体情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書【第1.0版】
「２．３ 文字要件－（3）外字の取扱い」を踏まえ、外字に関する記載を削除しました。
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４．第2.1版案の主な対応内容① （本編・介護保険共通関連）



No 意見概要 第2.1版案への反映内容

1

○ 機能ID 2.4.1.
他市町村情報として「施設所在保険者番号」が「他市区町
村コード」に変更されているが、他市町村住所地特例者の
場合に把握したいのは「どこが保険者か」だと思うので、
「保険者番号」と記載していただきたい。

ご意見、及び実運用を踏まえ、以下のとおり管理項目を見直し
ました。
＜修正前＞

・他市町村情報（他市区町村コード、被保険者番号）
＜修正後＞

・他市町村情報（保険者番号、被保険者番号）

2

○ 機能ID 2.5.1.
「措置・保護の実施保険者番号」とあるが、適用除外者の
場合、措置するのは市区町村であるため、「措置・保護の
実施市区町村名」としていただきたい。また、市区町村コー
ドではなく、市区町村名としてのやりとりする運用が多いと
想定されるため、市区町村名の方が良いと考えます。

ご意見、及び実運用を踏まえ、以下のとおり管理項目を見直し
ました。なお、自治体情報として管理する情報を用いることで、
名称は参照可能と考えますので、市区町村コードでの管理とし
ています。
＜修正前＞

・措置・保護の実施保険者番号
＜修正後＞

・措置・保護の実施市区町村コード

3

○ 機能ID 7.5.39.
基本データリスト（介護保険）、及び機能ID 7.5.28.の管理
項目との整合による見直し

基本データリスト（介護保険）、及び機能ID 7.5.28.では、「却下
（取下）理由」として１項目で管理しているため、以下のとおり見
直しました。また、「再調査理由」は基本データリストや管理項目
として規定していない項目であり、機能ID 7.4.9.の「審査会判定
理由」にて管理する想定のため、機能ID 7.5.39.からは削除し、
機能ID 7.4.9.の「要件の考え方・理由」にその旨を追記しました。
○ 機能ID 7.5.39.

＜修正前＞
・申請取下理由 ・却下理由 ・再調査理由

＜修正後＞
・却下（取下）理由

○ 機能ID 7.4.9.
＜追記内容＞

審査会判定理由は二次判定結果が「再調査」の場合、
再調査理由も設定できることとする。
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４．第2.1版案の主な対応内容② （被保険者資格・認定管理関連）



No 意見概要 第2.1版案への反映内容

1
○ 機能ID 6.4.23.
横並びによる連携機能の追加

デジタル庁の標準仕様書間の横並び調整方針「４．庁内データ連携に関すること」を踏まえ、
国保連合会との連携機能を追加しました。

2
○ 機能ID 10.4.23.
横並びによる連携機能の追加

デジタル庁の標準仕様書間の横並び調整方針「４．庁内データ連携に関すること」を踏まえ、
国保連合会との連携機能を追加しました。
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４．第2.1版案の主な対応内容③ （受給者管理関連、総合事業関連）



No 意見概要 第2.1版案への反映内容

1

○ 機能ID 8.2.7.等
他システムのインターフェース仕様を参照するよう
な記載がある要件については、認識誤りを防ぐた
めに、連携ファイルの名称やIDも併記を希望します。

ご意見を踏まえ、管理項目の内容として、「国保連合会とのインターフェ
ースに準拠」としていた要件に対して、対象とする国保連インタフェース
のインタフェース名（情報名）を追記しました。

＜追記例（機能ID 8.2.7.）＞

2

○ 機能ID 8.4.4.等
「事業所番号」と「事業者番号」が混在しているが、
同じものをさしているのであれば、国保連インタフ
ェースと同様に「事業所番号」に統一してほしい。

「事業所番号」と「事業者番号」の混在については、「事業所番号」に統
一するよう、「8.給付管理」「10.総合事業」の機能・帳票要件等を見直し
ました。

3

○ 給付-13 【介護保険居宅介護（介護予防）福
祉用具購入費支給申請書】
帳票のTAISコード欄に記入した情報は、機能・帳
票要件の機能ID 8.4.4.の管理項目の「品目コード」
として管理する認識だが、認識に相違ないか。
認識に相違ないなら、「※TAISコード」のように補
足してもらえないか。

ご認識の通り、TAISコード欄に記入した情報については品目コードにて
管理することを想定しております。
ご意見を踏まえ、機能ID 8.4.1.、8.4.4.に記載している品目コードがTAIS
コードを意味する旨について、※書きに補足を追記しました。

＜追記例（機能ID 8.4.4.）＞
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４．第2.1版案の主な対応内容④ （給付管理関連(1)）

国保連インタフェース名（情報名）

を【】で囲って追記

※書きを追記



No 意見概要 第2.1版案への反映内容

4

○ 機能ID 8.7.10.
機能ID 8.7.10.の「負担限度額合計」「日数合計」に
ついて、償還払いの場合のみ管理する注釈をつけ
ていただきたい。
現行の記載だと、住宅改修費・福祉用具購入費の
場合も管理するように読み取れるため。

「負担限度額合計」と「日数合計」については、「特定入所者介護サービ
ス費負担額差額支給申請」として管理が必要な項目であるため、標準
オプション機能としている「特定入所者介護サービス費負担額差額支給
申請」における支給決定情報の管理と整合するよう、標準オプション機
能の管理項目に見直しました。

5

○ 機能ID 8.8.17.
機能ID 8.8.17.について、「作成年月」は削除、また
はオプション項目へ移動、または名称を変更する
か、注釈をいれていただきたい。

機能ID 8.8.17.の管理項目「作成年月」は、機能ID 8.8.7.の管理項目「対
象者情報作成年月」と同義の項目を想定しているため、機能ID 8.8.17.
の管理項目「作成年月」を「対象者情報作成年月」に見直しました。
また、給付管理と総合事業にて、同義の管理項目「作成年月」について
も、「対象者情報作成年月」に名称を見直しました。
＜対象の機能ID＞

8.8.18. 8.8.19. 8.8.24.（必須） 8.8.25. 10.7.16. 10.7.22.
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４．第2.1版案の主な対応内容⑤ （給付管理関連(2)）

実装必須の管理項目から

標準オプション機能の管理項目

に見直し

管理項目の名称を変更



No 意見概要 第2.1版案への反映内容

1

○ 収納-02 【収納消込（自主納付・代理納付）】
等
業務フローでは「収納消込データ登録」として記載
があるが、具体的な入力方法について機能要件
も含めて記載がありません。どのような方法でデ
ータ登録をするか明示する必要があると考えます。

例）固定OCR入力、パンチ入力、収納代行データ
取込など

ご意見を踏まえ、想定される入力方法として以下の内容を機能ID 4.2.1.
の「要件の考え方・理由」に追記しました。

＜追記内容＞
収納消込データの登録は、以下の入力方法を想定している。
・OCR読取
・パンチ入力
・収納代行業者データ取込み

※コンビニ、電子決済、クレジット会社等
・特別徴収結果データ取込み
・口座振替結果データ取込み
・代理納付の消込データ取込み

2

○ 機能ID 5.1.5.
以下の管理項目については、オプションに変更し
てほしい。
・延滞金の計算根拠（延滞金計算率、起算日、計
算終了日）
還付金（4.6.13)に関してはオプションとなっている
ため、延滞金に関してもオプションとして頂きたい。

ご意見を踏まえ、機能ID 5.1.5.の実装必須の機能要件と管理項目を見直
した上で、標準オプション機能を追加しました。
また、機能ID 4.6.13.の実装必須と標準オプションの機能要件と管理項目
についても同様に見直しました。

3

○ 滞納-02 【督促状兼納付書（ハガキ様式）】
収納帳票の様式統一による帳票レイアウト見直し

ゆうちょ銀行からの申し入れを踏まえ、当該帳票の納付書に係る箇所に
ついて、帳票タイトル部分等の見直しを行いました。

＜変更前＞

＜変更後＞
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４．第2.1版案の主な対応内容⑥ （保険料関連）

「マル公」マーク

を追加

「マル公」マーク

を追加

帳票タイトル

を変更

※関係団体と調整中


